
) 目標 970 980 990 1,000 ① いじめに関する調査
③ 人

実績 908 - - - 成果指標の ② いじめに関する調査

目標 取得方法 ③ 学校支援ボランティア保険加入申請
④

実績 ④

２．基本事業の目的と成果把握
基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 R4 R5 R6 R7 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 R4 R5 R6 R7

いじめ問題に ①教職員 ①②③いじめ問題 認知したいじめの 目標 100 100 100 100 家庭教育支援 ①保護者 ①家庭教育への関 家庭教育推進講座 目標 65 70 75 80
① ％ ① 人

対する学校・ ②保護者 に対し、家庭や地 解消率(単年度) 実績 69.6 - - - の推進 心を高め、不安を の参加者数(単年 実績 92 - - -

家庭・地域の ③市民 域との連携を図り 目標 取り除く。 家庭教育出前講座 目標 685 690 695 700
② ② 人

連携 取り組むことがで 実績 の参加者数(単年 実績 79 - - -

きる。 目標 目標
③ ③

実績 実績

目標 目標
④ ④

実績 実績

地域の教育力 ①保護者 ①②保護者や地域 放課後子ども教室 目標 1,800 1,805 1,810 1,815 目標
① 人 ①

を活かす取組 ②市民 住民のもつ経験や ボランティア年間 実績 1,004 - - - 実績

知識を子どもたち コミュニティ・ス 目標 1 2 11 18 目標
② 校 ②

の成長に積極的に クール導入学校数 実績 1 - - - 実績

活かす。 地域行事に参加し 目標 74 76 78 80 目標
③ ％ ③

た児童生徒の割合 実績 50 - - - 実績

目標 目標
④ ④

実績 実績

３．施策及び基本事業の目標達成度評価
令和4年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

・「いじめ問題対策連絡協議会」を開催し、いじめの未然防止や解決に向けた関係機関との連携について協議を行 【施策の取組方針達成状況】

う。 □ 全て達成 ・「いじめ問題対策連絡協議会」を開催し、関係機関との連携について協議を行い、研修会等で協議内容の周知

・学校・家庭・地域が連携した取組の推進や、スクールソーシャルワーカー等の効果的な活用を通して、いじめの を図った。
取組

予防、早期発見、及び認知したいじめの１００％解消に努める。 ■ 一部未達成 ･いじめの予防、早期発見、解消のため、スクールソーシャルワーカーが学校や家庭を訪問し、相談や支援を積
方針

・家庭教育推進講座は、保護者のみならず、次世代の保護者となる世代等を対象とした講座開催を目指し、開催回 極的に行った。

数や受講者数を増やす。また、就学時健康診断や一日入学等において出前講座を開催し、多くの参加者への支援を □ 全て未達成 ・家庭教育推進講座は市のホームページで動画配信をし、講座を実施したほか、アーカイブ配信も行った。
施

行う。 ・「放課後子ども教室」は、今年度は８小学校区のうち全８小学校区での実施となった。
策

・「放課後子ども教室」において、地域の方々と児童との活動やふれあいを充実させる。 ・葛生義務教育学校の学校運営協議会委員予定者へ制度を理解してもらうための事前研修会開催し、支援を行っ

・令和５年度に開校する葛生義務教育学校区の教職員に対する研修など、コミュニティ・スクール導入に向けた準 □ 全て達成 た。

備を進める。 ・「放課後子ども教室」を開設し、

令

地域の方々と児童との

和

活動・ふれあいを充実

５

させた。
成果

・児童生

年

徒に対する「郷土愛の

度

醸成」のため、地域人

　

材を活用するなど仕組

施

みづくりを行う。 □ 一

策

部未達成 【成果指標達

・

成状況】
指標

・認知し

基

たいじめの解消率は、

本

69.6％となり前年

事

度を0.3％下回った

業

。

■ 全て未達成 ・子育

マ

てに負担や不安がある

ネ

と回答した小学生の保

ジ

護者の割合は、前年よ

メ

り6.1％増え目標を

ン

下回った。

・地域人材

ト

を活かした活動が増え

シ

なかったため、学校支

ー

援ボランティア登録者

ト

数を増やすことができ

　

なかった。

基本事業名

（

令和4年度基本事業の

令

取組方針 基本事業の取

和

組方針・成果指標達成

４

状況 基本事業名 令和4

年

年度基本事業の取組方

度

針 基本事業の取組方針

実

・成果指標達成状況

い

績

じめ問題に対す ・「い

に

じめ問題対策連絡協議

基

会」を 取組方針 ■ 全て

づ

達成 □ 一部未達成 □ 全

く

て未達成 家庭教育支援

評

の推 ・家庭教育推進講

価

座では、保護者の 取組

）

方針 ■ 全て達成 □ 一部

 

未達成 □ 全て未達成

る

作

学校・家庭・地 開催し

成

、いじめの未然防止や

日

解決に 成果指標 □ 全て

 

達成 □ 一部未達成 ■ 全

 

て未達成 進 みならず、

令

次世代の保護者となる

和

世 成果指標 □ 全て達成

 

■ 一部未達成 □ 全て未

6

達成

域の連携 向けた関

年

係機関との連携につい

 

て協 【基本事業の取組

3

方針達成状況】 代等を

月

対象とした講座開催を

 

目指し 【基本事業の取

5

組方針達成状況】

議を

日

行うとともに、学校・

基

家庭・地 ・「いじめ問

本

題対策連絡協議会」を

目

開催し、関係機関との

標

連携につ 、開催回数や

名

受講者数を増やす。ま

0

・新型コロナウイルス

4

感染症対策として、推

豊

進講座は市のホームペ

か

域が連携した取組の推

な

進や、スクー いて協議

心

を行い、研修会等で協

を

議内容の周知を図った

育

。 た、就学時健康診断

み

や一日入学等に ージで

、

動画配信をし、講座を

学

実施したほか、アーカ

び

イブ配信も行っ

ルソー

合

シャルワーカー等の効

う

果的な ･教育センター

ま

の相談員が相談業務に

ち

丁寧に対処し、スクー

づ

ルソー おいて出前講座

く

を開催し、多くの参 た

り

。

活用を通して、いじ

教

めの予防、早期 シャル

育

ワーカーが学校や家庭

総

を訪問して、相談や支

務

援を積極的に行 加者へ

課

の支援を行う。 ・出前

政

講座は、新型コロナウ

策

イルス感染症の影響で

体

参加者数を増や

発見、

系

及び認知したいじめの

政

１００ うことで、いじ

　

めに対して早期に対応

策

し、確実な解決につな

　

げた。 すことは出来な

名

かった。

％解消に努め

0

る。 (相談員の相談件

2

数169件、スクール

地

ソーシャルの学校訪問

域

70回、支 【成果指標

と

達成状況】

援ケース8

と

5ケース、家庭訪問7

も

2回） ・新型コロナウ

に

イルス感染症対策とし

学

て、市のホームページ

び

で動画

【成果指標達成

育

状況】 配信をし、講座

て

を実施した。アーカイ

る

ブ配信も行ったため、

ま

家庭教

・いじめの解消

ち

については、解決に近

づ

いものもあるが経過観

く

察期間 育推進講座の参

り

加者数の目標を達成で

施

きた。

3か月の定義が

策

あるため、経過観察中

主

は含まれないので目標

管

に届か ・新型コロナウ

課

イルス感染症の影響で

長

就学児健康診断や一日

施

入学で
基

ず、かつ前年

　

度よりも解消率は0.

策

3％低くなった。 の講

　

座利用が少なかったた

名

め、家庭教育出前講座

0

の参加者数の目標
本

が

2

達成できなかった。
事

教

地域の教育力を活 ・「

育

放課後子ども教室」に

を

おいて、 取組方針 ■ 全

支

て達成 □ 一部未達成 □

え

全て未達成 取組方針 □

る

全て達成 □ 一部未達成

地

□ 全て未達成
業

かす取

域

組 地域の方々と児童と

づ

の活動やふれあ 成果指

く

標 □ 全て達成 ■ 一部未

り

達成 □ 全て未達成 成果

の

指標 □ 全て達成 □ 一部

推

未達成 □ 全て未達成

い

進

を充実させる。 【基本

大

事業の取組方針達成状

竹

況】

・葛生義務教育学

　

校について、令和 ・「

幸

放課後子ども教室」は

子

、希望のあった８小学

施

校区のうち全８小

５年

策

開校に合わせ、学校運

関

営協議会 学校区で実施

係

した。

制度（コミュニ

課

ティ・スクール）の ・

市

葛生義務教育学校の学

民

校運営協議会委員予定

生

者に対し、事前研修

導

活

入及び地域学校協働本

課

部設置を進 会を２回（

、

１２月・３月）開催し

学

た。

める。 ・「郷土愛

校

の醸成」につなげるた

教

めの「放課後子ども教

育

室」やコミ

・児童生徒

課

に対する「郷土愛の醸

、

成 ュニティ・スクール

教

の事業で、地域人材を

育

活用した。

」のため、

セ

地域人材を活用するな

ン

ど 【成果指標達成状況

タ

】

仕組みづくりを行う

ー

。 ・「放課後子ども教

、

室」は、開催回数が減

生

り延べ人数も目標に届

涯

か

なかった。

・葛生義

学

務教育学校での学校地

習

域応援団設置の準備を

課

進めた。

・「郷土愛の

１

醸成」につながる地域

．

行事に参加した児童生

施

徒の割合

が目標に届か

策

なかった。

４．施策の

の

基本情報
社会情勢変化

目

、国・県の動向、市民

的

・議会意見等 施策の成

と

果向上に向けての役割

成

分担

・平成２５年９月

果

にいじめ防止対策推進

把

法が施行され、学校・

握

家庭・地域の連携を図

こ

るなど、いじめ問題の

の

市民 事業所 行政

施 解決

施

に取り組むことが求め

策

られている。このよう

は

な動きも背景に平成2

、

8年4月に教育センタ

誰

ーに正規職員と ・家庭

、

や地域は、いじめ問題

何

の解決に向けて学 ・家

を

庭や地域と連携を図り

対

ながらいじめの予 ・い

象

じめ問題の解決のため

と

の学校・家庭・地

策 し

し

てのスクールソーシャ

て

ルワーカーが配置され

い

た。平成3１年4月に

る

はさらに1名のスクー

か

ルソーシャルワー 校と

対

連携を図る。 防、早期

象

発見、適切な対応に努

指

める。 域の連携の強化

標

を図る。

の カーが増員

単

となった。 ・保護者は

位

、家庭教育の充実を図

R

る。 ・「地域とともに

4

ある学校」づくりへ積

R

極的 ・スクールソーシ

5

ャルワーカーやスクー

R

ルカ

基 ・いじめが社会

6

的な問題になっている

R

中、市民や議会などか

7

らは解決のための取組

①

が求められている。 ・

い

地域は、子どもがいる

じ

家庭を温かく見守り、

め

に参画する。 ウンセラ

の

ー等の効果的な活用を

認

通して、いじ

本 ・教育

知

基本法に家庭教育の役

件

割が明確に位置付けら

数

れており、各施策が行

の

われている。議会にお

減

いても、家 子どもを育

少

てやすい環境づくりに

及

努める。 ・市民活動に

び

参画する保護者やこれ

認

から保護 めの予防、早

知

期発見、及び確実な解

し

決を図る

本 庭教育推進

た

出前講座について取り

い

上げられるなど、関心

じ

が高い。 ・「地域とと

め

もにある学校」づくり

の

を進めるた 者となる従

解

業員に対する理解やサ

消

ポートに努 。

情 ・平成

率

29年の法令改正によ

が

りコミュニティ・スク

①

ール導入の努力義務化

市

が図られ、令和2年7

立

月1日現在で8,6 め

学

学校運営協議会（コミ

校

ュニティ・スクール）

教

める ・「放課後子ども

職

教室」の充実を図り、

員

児童

報 81校（導入率

①

30.7％）の公立小

教

・中・義務教育学校学

職

校が導入している。 や

員

地域学校協働本部に参

数

画する。 の安全・安心

(

な居場所として、地域

累

の教育力

・人口減少対

計

策の第一歩として、児

)

童生徒の「郷土愛の醸

人

成」に向けた取組が重

6

要となっている。（特

5

に転 ・児童生徒の「郷

6

土愛の醸成」のための

-

取組に を活かしながら

-

児童と共に活動できる

-

場にす

出が顕著な若い

１

世代の女性） 参画する

０

。 る。

５．施策全体の

０

総括・今後の課題・今

％

後の方向性
施策の成果

と

実績と施策の基本情報

な

及び施策コストに関す

れ

る全体総括 今後の課題

ば

今後の方向性

・「いじ

、

め問題対策連絡協議会

学

」を開催し、いじめの

校

未然防止や解決に向け

・

た関係機関との連携に

家

ついて、協議 【令和５

庭

年度で解決する課題】

・

①教育相談研修を工夫

地

して教職員の資質やス

域

キル向上を図る。

を行

が

い、研修会等で協議内

し

容の周知を図っている

っ

。 ・葛生義務教育学校

か

学校運営協議会への支

り

援 ②市のスクールソー

と

シャルワーカーの確保

連

に努め、県のスクール

携

カウ

・スクールソーシ

を

ャルワーカーが学校や

施

家庭を訪問し、相談や

策

支援を積極的に行った

の

。いじめの事案によっ

目

ては ・継続されたいじ

的

め事案の解消 ンセラー

②

との連携を図る。

、家

家

庭児童相談課や児童相

庭

談所と連携し、チーム

②

で学校を支援し、いじ

小

めの予防、早期発見及

中

び解消に努めてい 【令

学

和６年度以降にも引き

生

継がれる課題】 ③学校

が

・家庭・地域が一体と

い

なり、教育センターの

る

相談担当者がチー

るが

世

、新規発生する案件も

帯

ありいじめの解消には

数

至っていない。 ①児童

(

や生徒、家庭等からの

累

相談等に対する教職員

計

の対応力の向上 ムで学

)

校を支援する体制を強

世

化して、訪問による助

帯

言や支援を行いい

・家

5

庭教育推進講座は、新

,

型コロナウイルス感染

9

症対策として、市のホ

4

ームページで動画配信

7

をし、講座を実施 ②市

-

のスクールソーシャル

-

ワーカーの人材確保と

-

県のスクールカウン じ

図

めの予防、早期発見、

り

解消に取り組むととも

な

に、いじめの予防・早

が

した。アーカイブ配信

ら

も行ったため、目標を

適

達成できた。 セラーと

切

の連携 期発見のため、

な

一人1台端末を活用し

対

た教育相談や児童生徒

応

の心の状

・家庭教育出

を

前講座は新型コロナウ

し

イルス感染症の影響で

て

就学児健康診断や一日

い

入学での講座利用が少

る

なかった ③いじめの予

と

防、早期発見、解消 態

考

を可視化できる支援ア

え

プリケーションの活用

、

を検討する。

ため、目

指

標が達成できなかった

標

。 ④家庭の教育力向上

と

④家庭教育推進講座・

し

家庭教育出前講座にお

て

いて、地域の教育力を

採

活

・学校支援ボランテ

用

ィアの確保に努めた。

「

コロナ禍を踏まえ、児

対

童生徒が安全で安心し

　

て学ぶ学習環境づくり

象

な ⑤地域活動等を通し

」

た子どもの学習や体験

③

活動の充実 用し、魅力

市

ある講師を選定し、内

民

容を充実させることで

③

、家庭の教育

ど、新た

市

な教育的ニーズに対応

人

したボランティアも増

口

えた。 ⑥コミュニティ

人

スクールにおけるコー

1

ディネーター及びボラ

1

ンティア 力向上を図る

5

。

・放課後子ども教室

,

については、各学校区

7

の状況や開設の必要性

0

の把握を行うとともに

0

、未開設の学校の教職

-

員 の資質の向上と育成

-

⑤地域活動等を通した

-

子どもの学習や体験活

し

動の一層の充実を図る

た

た

や保護者に開設の必

。

要性について周知を図

④

り、８小学校区へ拡充

成

できた。 【令和６年度

果

重点課題】 め、「放課

指

後子ども教室」を拡充

標

するとともに、学校地

②

域応援団設置

・葛生義

子

務教育学校の事前研修

育

会の様子をリーフレッ

て

トにし、市立学校や関

に

係地域に配付すること

負

で、コミュニ ⑦Bグル

担

ープ（赤見小、石塚小

や

、出流原小、田沼小、

不

吉水小、栃本小 に伴う

安

ボランティアを増やす

を

。

ティ・スクール制度

感

について周知を図った

じ

。 、多田小）の「学校

て

運営協議会制度（コミ

い

ュニティ・スクール）

な

」へ ⑥令和8年度まで

い

にコミュニティ・スク

保

ールと学校地域応援団

護

の全校

・上記の取り組

者

みを行っているが、施

が

策の目標値には到達し

増

ておらず、家庭教育の

え

向上及び地域での教育

て

力の向 の設置と地域コ

い

ーディネーターの令和

け

7年度導入へ向けての

こ

準備 設置（小中学校ご

の

と）を目指すため、地

施

域コーディネーターや

策

地域ボ

上に継続して取

に

り組む必要がある。 ラ

よ

ンティアの研修を行い

っ

、資質の向上と育成を

て

図る。

・施策コストに

、

ついては、令和３年度

「

8,377千円に対し

対

、令和４年度8,30

象

3千円であり、74千

」

円の減額(対前年度 ⑦

を

令和7年度コミュニテ

ど

ィ・スクール設置を目

う

指す7校の学校を核と

い

し

比99.1％)であ

う

った。その主な要因は

状

、放課後子ども教室の

態

開設が増えたが、学校

に

支援ボランティア活動

す

の保険 た地域づくりを

る

推進するため、教職員

の

研修及びボランティア

か

研修の実

料の減が大き

成

く影響した。 施と広報

果

活動を行う。

指標（意図の達成度を表す指標） 区分 単位 R4 R5 R6 R7 設定の考え方 ば、安心して家庭生活を行うことができる環境が構築でき

①いじめの予防・早期発見・適切な対応を家庭や地域住民 認知したいじめの解消率(単年度) 目標 100 100 100 100 ていると考え、指標として採用した。
① ％

と連携しながら図る。 実績 69.6 - - - ③学校支援ボランティアが増えるほど学校教育に対する地

②家庭教育を安心して行うことができる環境をつくる。 子育てに負担や不安があると回答した小学 目標 72 71 70 69 域住民の関りが深まっていると考え、指標として採用した
施策の目的 ② ％

③子どもたちが地域との関わりの中で育つ環境をつくる。 生の保護者の割合(単年度) 実績 77.2 - - - 。
「意　図」

学校支援ボランティア登録者数(単年度


